
平成２３年度
決算を認定

特別区債
13億8,340万円（1.4%）
施設の建設経費を賄うために国な
どから借り入れる資金

諸収入
22億8,069万円（2.2%）
各種貸付金の元利収入、受託事業
収入など

都支出金
57億5,814万円（5.6%）

国庫支出金
187億1,912万円（18.3%）

使用料及び手数料
29億8,102万円（2.9%）

分担金及び負担金
12億9,672万円（1.3%）

その他
90億7,683万円（8.9%）
利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡所得割
交付金、自動車取得税交付金、基金繰入金など

公債費
80億7,047万円 （8.1%）
特別区債の元利償還などの経費

教育費
66億4,970万円（6.7%）
小中学校、幼稚園、図書館
の運営などの経費

文化商工費
24億8,922万円（2.5%）
文化・芸術、商店街・中小
企業の振興などの経費

土木費
43億2,834万円（4.4％）
道路、公園などの整備、自転
車対策、緑化推進などの経費

都市整備費
56億5,005万円（5.7%）
まちづくり、区営区立住宅の管理な
どの経費

諸支出金
133億8,341万円 (13.5%)
各種基金への積立金、特別会計への繰出金などの経費

福祉費
381億6,395万円（38.5%）
高齢者・心身障害者福祉、生活保護、
保育園の運営などの経費

総務費
123億189万円（12.4%）
戸籍事務、区民事務所運営、防災対策
などの経費

議会費
7億9,008万円（0.8%）
区議会の運営などの経費

衛生費
28億6,593万円（2.9%）
各種健康対策、保健所の運営などの経費

清掃環境費
43億8,389万円（4.4%）
廃棄物収集、リサイクル推進、環境保全事業など
の経費

　地方譲与税
　4億8,237万円（0.5%）

　地方消費税交付金
　43億6,647万円（4.3%）

地方特例交付金
4億4,080万円（0.4%）

特別区税
　277億2,083万円（27.2%）
　　特別区民税、軽自動車税、特別区たばこ税、
　　　狭小住戸集合住宅税

特別区交付金
275億9,587万円(27.0%)
都区間・区間相互の財源の均衡化を図り、特別区
の効率的・自主的な運営を確保することを目的と
して交付されるもの

一般会計
歳　　入
決 算 額

1,021億226万円
（100％）

一般会計
歳　　出
決 算 額

990億7,692万円
（100％）

平成２４年第３回定例会は、９月２１日から１０月３０日までの
４０日間にわたって開会されました。
今定例会では、平成２３年度一般会計及び３特別会計決算

等の審議が行われ、決算４件を認定したほか、区長提出議
案１０件を可決、議員提出議案は、２件を可決、１件を否決
し、報告３件を了承しました。
皆さんから提出された請願・陳情は、２件を閉会中の継

続審査、１件が審議未了となりました。

一般会計歳入歳出決算の内訳

香
港
民
間
団
体
に
よ
る
領
海
侵

入
及
び
尖
閣
諸
島
不
法
上
陸
に

関
す
る
意
見
書

今
回
の
領
海
侵
入
及
び
尖
閣
諸
島

不
法
上
陸
に
関
し
、
豊
島
区
議
会
は
、

日
本
の
国
家
主
権
を
断
固
と
し
て
守

る
た
め
に
、
以
下
の
項
目
の
実
行
を

国
会
及
び
政
府
に
強
く
求
め
る
。

１

政
府
は
事
実
関
係
を
明
ら
か
に

す
る
た
め
、
現
場
海
域
で
撮
影
し
た

映
像
を
早
急
に
公
開
す
る
こ
と
。

２

今
後
、
同
様
の
事
案
が
あ
っ
た

場
合
、
出
入
国
管
理
及
び
難
民
認
定

法
第
６５
条
を
適
用
す
る
こ
と
な
く
厳

正
に
刑
事
手
続
き
を
進
め
る
こ
と
。

ま
た
、
中
国
に
対
し
、
断
固
た
る
抗

議
を
行
う
と
と
も
に
再
発
防
止
を
強

く
求
め
る
こ
と
。

３

尖
閣
諸
島
及
び
そ
の
海
域
の
警

備
態
勢
・
方
針
を
見
直
す
と
と
も
に
、

領
土
・
領
海
を
守
る
た
め
に
必
要
な

法
制
度
の
整
備
、
関
係
機
関
と
の
連

携
、
装
備
・
人
員
の
手
当
て
等
の
拡

充
を
急
ぐ
こ
と
。
ま
た
、
南
西
諸
島

に
お
い
て
も
同
様
の
施
策
を
実
行
す

る
こ
と
。

４

施
設
の
整
備
な
ど
を
通
じ
た
尖

閣
諸
島
の
有
人
化
と
海
の
有
効
活
用

を
図
る
こ
と
。
ま
た
、
島
及
び
海
域

の
安
定
的
な
維
持
管
理
を
強
化
す
る

た
め
の
取
り
組
み
を
早
急
に
進
め
る

こ
と
。

５

尖
閣
諸
島
は
歴
史
的
に
も
国
際

法
的
に
も
我
が
国
固
有
の
領
土
で
あ

り
、
そ
も
そ
も
領
土
問
題
は
存
在
し

な
い
と
い
う
明
確
な
事
実
を
国
際
社

会
に
示
す
外
交
努
力
を
行
う
こ
と
。

（
衆
・
参
議
院
議
長
、
内
閣
総
理
・

法
務
・
外
務
・
財
務
・
国
土
交
通
・

防
衛
大
臣
、
内
閣
官
房
長
官
あ
て
）

李
明
博
韓
国
大
統
領
の
言
動
に

抗
議
し
、政
府
に
対
韓
国
外
交
の

見
直
し
を
求
め
る
意
見
書

豊
島
区
議
会
は
大
統
領
と
し
て
の

資
質
が
疑
わ
れ
る
よ
う
な
、
李
大
統

領
の
一
連
の
言
動
を
看
過
す
る
こ
と

は
出
来
な
い
。
政
府
は
韓
国
政
府
に

対
し
て
李
大
統
領
の
謝
罪
及
び
撤
回

を
強
く
求
め
る
べ
き
で
あ
る
。

民
主
党
政
権
は
政
権
交
代
後
、
対

韓
融
和
路
線
を
と
り
続
け
た
結
果
、

韓
国
の
行
動
は
歯
止
め
が
効
か
な
く

な
っ
て
い
る
。

よ
っ
て
、
政
府
は
竹
島
問
題
の
重

か
ん
が

要
性
に
鑑
み
、
韓
国
の
行
動
に
歯
止

め
を
か
け
る
た
め
に
、
国
際
司
法
裁

判
所
（
Ｉ
Ｃ
Ｊ
）
提
訴
な
ど
、
あ
く

ま
で
も
冷
静
な
対
応
を
し
つ
つ
、
対

韓
国
外
交
の
総
合
的
見
直
し
を
進
め

る
べ
き
で
あ
る
。

（
内
閣
総
理
・
外
務
・
財
務
大
臣
、

内
閣
官
房
長
官
あ
て
）

米
国
の
核
実
験
に
抗
議

米
国
が
今
年
４
月
か
ら
６
月
の
間

に
行
っ
た
新
型
の
核
性
能
実
験
に
対

し
、
豊
島
区
議
会
は
、
９
月
２７
日
、

米
国
大
統
領
あ
て
に
抗
議
の
要
請
書

を
送
付
し
ま
し
た
。

ま
た
８
月
２７
日
に
米
国
が
実
験
を

再
度
行
っ
た
こ
と
に
対
し
、
１０
月
１０

日
、
米
国
大
統
領
あ
て
に
抗
議
の
要

請
書
を
重
ね
て
送
付
し
ま
し
た
。

主な掲載内容

議案等の審議結果一覧
………………………………２面
区政のここが聞きたい
～一般質問（要旨）～
…………………………３～６面
常任委員会Ｑ＆Ａ
決算特別委員会
…………………………７～８面

可
決
し
た
意
見
書
等

（
要
旨
）

決算特別委員会の様子
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